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事実の概要

　被告人は、譲受人Ａとの間で、覚せい剤 100
グラムを代金 80 万円で譲り渡すこと、覚せい剤
は 80 グラムと 20 グラムに分けて引き渡すが代
金は全額前払いとすることを約束し、代金全額の
支払いを受けた後、その約束にかかる覚せい剤の
一部として、覚せい剤 78.76 グラムを宅配物とし
て郵送により譲り渡そうとしたが、配達員が警察
官に宅配物を手渡したため、未遂に終わった。問
題となったのは、没収・追徴の対象となる「薬物
犯罪の犯罪行為により得た財産」の範囲である。
　第一審判決（福井地判平 29・8・29 刑集 73 巻 5
号 211 頁）は、前払いを受けた 80 万円全額を「薬
物犯罪の犯罪行為により得た財産」と認定し同額
を追徴した。これに対し、被告人が控訴したと
ころ、原判決（名古屋高金沢支判平 30・2・20 刑集
73 巻 5号 221 頁）は、薬物犯罪の犯罪行為により
得た財産とは「薬物犯罪の構成要件に該当する行
為自体によって犯人が取得した財産をいう」、「薬
物犯罪収益の没収・追徴は付加刑であるから、主
刑を科す根拠となる薬物犯罪の犯罪行為が審判の
対象として証拠により認定された上、その行為自
体によって取得した財産と認められる場合でなけ
れば、没収・追徴を行うことはできない」、「本件
取引のうち覚せい剤 20g 分については、記録上、
譲渡が約束されていたにすぎず、被告人において
同分量の覚せい剤を既に用意していたとは認めら
れず、したがって、本件覚せい剤の代金相当額を
超える本件振込金部分は、本件譲渡未遂行為自体

により被告人が取得した財産といえないのは明ら
かである」として、第一審判決を破棄し、薬物犯
罪収益を 64 万円であると認定したうえで、同額
のみを追徴した。
　双方から上告がなされた。

判決の要旨

　本判決は、以下のように述べて、職権で、原判
決には麻薬特例法 2条 3 項の適用を誤った違法
があるとして、追徴部分を破棄し、80 万円を追
徴した。
　「被告人は、覚せい剤 100g を代金 80 万円で譲
渡するという約束に基づき、代金の支払を受ける
とともに、本件覚せい剤の譲渡の実行に着手した
もので、代金全額が、その約束に係る覚せい剤の
対価として本件譲渡未遂と結び付いており、本件
譲渡未遂を原因として得た財産といえるから、麻
薬特例法 2条 3 項にいう『薬物犯罪の犯罪行為
により得た財産』として薬物犯罪収益に該当する
というべきである。」
　本判決には、三浦守裁判官による以下の補足意
見がある。
　「麻薬特例法 2条 3項の『薬物犯罪の犯罪行為
により得た財産』は、薬物犯罪の犯罪行為を原因
として得た財産をいうものと解されるが、ある財
産の取得が犯罪行為『により得た』といえるか否
かは、一般に、財産の取得の趣旨及び状況を踏ま
え、財産の取得と犯罪行為との結び付き等の点か
ら判断すべきものと解される。
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　規制薬物の有償譲渡については、譲渡行為の前
に代金が支払われることもあるが、その先後にか
かわらず、譲渡に関する当事者間の約束において
代金の額等が定められ、これに従ってその代金を
得たという場合、当該譲渡に係る犯罪が成立する
限り、当該代金は犯罪行為『により得た』財産に
当たるものと認められる。
　本件のように、規制薬物の譲渡の約束に基づい
て前払代金を得ながら、その約束の一部の規制薬
物の譲渡が行われ又はそれが未遂に終わった場合
も、犯罪行為に係る約束に基づいて財産を得た上
で、その約束に沿う犯罪を行ったという点では基
本的に同じである。この場合、犯罪行為の範囲と
財産の範囲に差異が生じるようにもみえるが、こ
の財産は、その約束に係る規制薬物の対価として
一体的に犯罪行為と結び付いており、その財産の
全体について犯罪行為により得たものということ
ができる。
　刑法 19 条 1項 3号の没収は、犯罪行為による
不正な利得の保持を許さないなどのために、これ
を剥奪するものであり、その趣旨を徹底するため
に、同項 1号、2号の没収と異なり、その対価と
して得た物も没収の対象とする（同項 4号）とと
もに、これらを没収することができないときはそ
の価額を追徴することができるものとしている（同
法 19条の 2）。麻薬特例法の薬物犯罪収益等の没
収・追徴（同法 11条 1項、13 条 1項）も、これ
と同じ趣旨によるものであって、その趣旨を更に
徹底するために没収対象財産の拡大等を図ってい
る。犯罪行為の基礎となる約束に基づいて取得し
た財産の全体を没収・追徴の対象とすることは、
このような犯罪行為による不正利得の剥奪という
法の趣旨に沿うものであることは明らかである。」

判例の解説

　一　問題の所在
　「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為
を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び
向精神薬取締法等の特例等に関する法律」（以下、
麻薬特例法という）は、第 11 条 1項において、「薬
物犯罪収益」（同法 2条 3項）の必要的没収を定め、
同法 13 条は、これが没収不能の場合における必
要的追徴を定めている。本件で問題となったのは、
覚せい剤の譲渡約束に基づいて実行行為が行われ

たものの、未だその内容の一部を実現するものに
とどまる場合において、支払われた代金全額が同
法 2条 3 項にいう「薬物犯罪の犯罪行為により
得た財産」として「薬物犯罪収益」に当たるかと
いう点である１）。
　原判決は、「薬物犯罪の犯罪行為により得た財
産」とは「薬物犯罪の構成要件に該当する行為自
体によって犯人が取得した財産をいう」として、
最判平 15・4・11 刑集 57 巻 4号 403 頁（判例①）
と同様の定義を示したうえで、「被告人において
同分量の覚せい剤を既に用意していたとは認めら
れず、したがって、本件覚せい剤の代金相当額を
超える本件振込金部分は、本件譲渡未遂行為自体
により被告人が取得した財産といえないのは明ら
かである」として、「犯罪行為により得た」の犯
罪行為を 80 グラムの譲渡行為に限定し、追徴額
を 64 万円とした。これに対し、本判決は、「薬
物犯罪の犯罪行為により得た財産」とは何かを定
義することなく、「代金全額が、その約束に係る
覚せい剤の対価として本件譲渡未遂と結び付いて
おり、本件譲渡未遂を原因として得た財産とい
える」として、「結び付いて」いるかどうかを問
題とし２）、「薬物犯罪の犯罪行為により得た財産」
に該当するとした。
　このように、本判決は、原判決が前提とした「薬
物犯罪の構成要件に該当する行為自体によって犯
人が取得した財産をいう」という定義に言及して
いない。しかし、本判決が判例①の定義を採用し
ないことで原判決を破棄したとは解しがたく、「犯
罪行為自体によって」得たか（原判決）、「犯罪行
為を原因として」得たか（補足意見）の定義自体が、
「薬物犯罪の犯罪行為により得た財産」とは何か
について具体的な帰結をもたらすとはいえないで
あろう。それゆえ、没収・追徴の対象となる「薬
物犯罪の犯罪行為により得た財産」をどのように
理解するかは、犯罪行為と「得た」との間にどの
ような「結び付き」を要求するかの実質論に依る
のであり、その点で両者に相違はないともいいう
る。「結び付き」の実質は、刑法 19 条 1 項 3 号、
組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関す
る法律（以下、「組織的犯罪処罰法」という）2条 2
項 1 号の解釈との整合性を踏まえつつも、麻薬
特例法の文理・趣旨に照らして判断するほかない。
補足意見が麻薬特例法の没収・追徴の趣旨に言及
しているのも、それゆえであろう。
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　二　「犯罪行為により得た財産」の意義
　麻薬特例法における「薬物犯罪の犯罪行為によ
り得た財産」の意義については、刑法 19 条 1項
3号の「犯罪行為によって得た物」の解釈との整
合性が当然の前提とされてきたと解されており３）、
「構成要件該当行為を原因として得られたもので
あるが、財産を得ることが構成要件中に含まれる
必要はないし、純利益性も不要である」４）、「によ
り得た」とは薬物犯罪の犯罪行為と財産の取得と
の間に因果関係があることを意味し、利得性を有
することを要せず、取得価額より安く規制薬物を
売却した場合でもその代金は薬物犯罪収益に当た
る５）、との理解が示されてきた。そして、判例は、
これまで、麻薬特例法 2条 3 項、さらには組織
的犯罪処罰法 2条 2 項 1 号の「犯罪行為により
得た財産」の意義について、事案に即して範囲を
明確にしてきたとされる６）。

　三　「犯罪行為により得た財産」の範囲
　「犯罪行為により得た財産」の意義に関し、規
制薬物の取得や前提犯罪の遂行に要した経費・費
用を控除すべきかについて、判例は、これを否定
している。
　例えば、最決平 17・7・22 刑集 59 巻 6 号 646
頁（判例②）は、不法に入国、在留し、覚せい剤
他規制薬物を有償で譲り渡す行為を繰り返したと
いう事案について、弁護人が、薬物の仕入れ代金、
家賃、携帯電話の使用料金等の必要経費に充てら
れた金員を「薬物犯罪の犯罪行為により得た財産」
から控除すべきであると主張したのに対し、麻薬
特例法 2条 3 項にいう「薬物犯罪の犯罪行為に
より得た財産」とは「規制薬物の対価として得た
財産そのものをいうと解すべきである」としたう
えで、没収・追徴に当たっては、当該財産を得る
ために犯人が支出した費用等を控除すべきもので
はない、と判示した。
　また、最決平 20・11・4 刑集 62 巻 10 号 2811
頁（判例③）は、児童ポルノの購入代金を借名口
座に振り込み入金させ、入金させた代金の一部を
送料として費消したという事案に関し、前払いさ
せた代金及び送料として費消した代金が組織的犯
罪処罰法 2条 2 項 1 号にいう「犯罪行為により
得た財産」として「犯罪収益」に当たるかについ
て、「犯罪収益」とは「当該犯罪行為によって取
得した財産であればよく、その取得時期が当該犯

罪行為の成立時の前であると後であるとを問わな
いと解すべきであるから、前提犯罪の実行に着手
する前に取得した前払い代金等であっても後に前
提犯罪が成立する限り、『犯罪行為により得た財
産』として『犯罪収益』に該当」するとしたうえで、
「提供者が注文者から当該児童ポルノの代金を送
料込みで取得したときであると、その代金とは別
に送料を取得したときであるとを問わず、児童ポ
ルノ提供行為によって取得したと認められる金員
の全額が『犯罪行為により得た財産』として『犯
罪収益』に該当するのであるから、提供者が現実
に児童ポルノを提供するに際して取得した金員の
一部を送料として支出したとしても、その分を控
除して追徴の金額を算定すべきではない」として
いる。
　他方、判例①は、渡航に用いた使用済みの往路
航空券の価額を追徴できるかが問題となった事
案について、「薬物犯罪を遂行する過程において
費消・使用されるものとして、犯人が他の共犯者
から交付を受けた財産」については、刑法 19 条
1項 2号の犯罪供用物件として任意的没収の対象
となるとしても、「薬物犯罪の犯罪行為により得
た財産」には当たらない、としている。
　判例②や判例③のように、規制薬物の取得や前
提犯罪の遂行に要した経費・費用を「犯罪行為に
より得た財産」から控除しない判例の立場は、犯
罪収益剥奪の趣旨を、「犯罪行為による不正な利
得の保持を許さない」（補足意見）、薬物犯罪から
生じる不法利益の循環（再投資）を断ち切る、と
する考え方になじみやすい７）。もっとも、そのよ
うな観点からは、判例①が「薬物犯罪を遂行する
過程において費消・使用されるものとして、犯人
が他の共犯者から交付を受けた財産」について薬
物犯罪収益に当たらないとすることの合理性が
問われる。この点は、「経費」であることが考慮
されたのではなく８）、共犯者内部における費用の
分担に過ぎず、共犯者から購入代金の提供を受け
て規制薬物を譲り受けた場合、受け取った財産は
共犯者との関係では収益と評価されないこととの
均衡が考慮されたものと思われる９）。「経費」で
あることに着目するのであれば、規制薬物を取得
するための費用もそれに含まれると解さなければ
一貫しないであろう 10）。もっとも、このことは、
共犯者内部の資金の移動に過ぎないものは「薬物
犯罪収益」に当たらないということを意味するに
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過ぎず、共犯者内部の資金移動であれば没収・追
徴の対象とならないことを意味しない 11）。共犯
者間の資金の流れであっても、報酬として提供さ
れれば没収・追徴の対象となりうるし 12）、判例
①も肯定するように、手元に残された「経費」は
刑法 19 条 1 項 3 号にいう犯罪供用物件として没
収可能であろう。その意味で、判例①も、いわゆ
る総体主義の枠内にあるといえる 13）。

　四　本判決の評価
　前払い代金も「薬物犯罪の犯罪行為により得た
財産」に含まれるとする判例の立場を踏まえると、
本件においても、20 グラム分に相当する 16 万円
を前払い代金と捉え、80 万円全額を薬物犯罪収
益と解することには格別問題はないようにも思わ
れる。もっとも、原判決が前提とする事実によれ
ば、被告人は、覚せい剤 100 グラムを代金 80 万
円で譲渡するという約束に基づき本件覚せい剤の
譲渡の実行に着手したものの、覚せい剤 20 グラ
ム分については譲渡が約束されていたに過ぎず、
被告人において同分量の覚せい剤を既に用意して
いたとは認められない。
　本判決は、補足意見も踏まえると、20 グラム
分の譲渡行為を 80 グラム分の譲渡行為といわば
一連一体の譲渡行為と捉え、その実行に着手した
と評価したものとの理解が可能と思われる。しか
し、そうだとすると、この点には疑問が残る。た
しかに、前払い代金に対応する規制薬物が譲渡時
に既に存在する場合には、薬物の一部を譲渡する
行為は、代金全額に対応する譲渡行為の着手と評
価でき、取得した財産全体を規制薬物の対価と評
価できるであろう。しかし、20 グラム分につい
て同分量の覚せい剤が用意されていたと認められ
ない状況においては、付加刑である没収及びその
換刑処分としての追徴の対象となる「犯罪行為に
より得た財産」といえるためには、80 グラム分
とは別に、取得可能性などの事情を踏まえ、20
グラム分の覚せい剤との関係で、「当該譲渡に係
る犯罪」、すなわち営利目的覚せい剤譲渡罪（覚
せい剤取締法 41 条の 2第 2 項）の未遂罪が成立す
ることを認定する必要があるように思われる 14）。
　判例③は、前払い代金が「犯罪行為により得た
財産」といえるための要件として、「後に前提犯
罪が成立する限り」という条件を付している 15）。
本判決の補足意見が「当該譲渡に係る犯罪が成立

する限り」と述べるのも、これと異なるものでは
ないと思われる。このような条件を付す限り、原
判決が、20 グラム分に相当する代金を「本件譲
渡未遂行為自体により被告人が取得した財産とい
えない」、つまり、20 グラム分の譲渡は「本件譲
渡未遂行為」に含まれないとしたのは、原判決が
認定する事実関係のもとでは、妥当であったよう
に思われる。
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